
  

北九州市立医療センター夜間看護補助（看護アシスタント）業務仕様書 

 

１ 業務の目的 

本業務は、地方独立行政法人北九州市立病院機構（以下「甲」という。）が北九州
市立医療センターにおいて、夜間看護体制の看護師の負担軽減及び人材確保が困難な
看護補助者の充足を図るため、夜間看護補助者の派遣を実施し、安定的に労働者を確保
すること及び夜間急性期看護補助体制加算の施設基準を取得し、看護サービスの向上を
図ることを目的とする。 

 
２ 業務名  夜間看護補助（看護アシスタント）業務 

 

３ 派遣労働者の責任者及び指揮命令者 
（１）責任者     北九州市立医療センター事務局管理課長 
（２）指揮命令者   北九州市立医療センター看護部長 
（３）苦情担当責任者 北九州市立医療センター事務局庶務係長 
（４）派遣元責任者   

派遣元事業者は契約締結後、速やかに甲へ書面にて提出すること 

 

４ 就業場所 

  福岡県北九州市小倉北区馬借二丁目１番１号 

  北九州市立医療センター内 

 

５ 派遣期間 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

６ 契約の基礎となる予定数量 
人数 １８人 
日数 ４８３日 
 

７ 就業日及び就業時間 

（１）就業曜日 
月曜日から金曜日 
ただし、国民の祝日に関する法律に規定する祝日及び年末年始（１２月２９日か

ら１月３日まで）を除く。 
（２）就業時間 

１７時から２３時までの６時間とする。ただし、甲と派遣元事業者で協議のう
え、変更する場合がある。 

（３）休憩時間 
付与しない。 

（４）時間外労働 
原則として発生しない。ただし、業務上特に必要がある場合は、指揮命令者は事

前に休憩を付与したうえで、時間外命令を付与することができる。 
 

８ 派遣人数及び業務時間 
予定派遣人数及び業務時間については、次のとおりとする。ただし、甲において夜

間急性期看護補助体制加算の施設基準届出後は、その施設基準に適合することを前提



  

とし、規定の派遣人数及び業務時間に満たない場合は、甲と派遣元事業者で協議のう
え、派遣の決定及び契約内容の変更を行う。 

（１）配属先   各病棟（別途指定する） 
（２）配置人数 １８名  

配置人数の変更がある場合は、甲と派遣元事業者で協議のうえ決定する。 
（３）業務時間 

月間で合計１，７６０時間以上を目安に、甲と派遣元事業者で協議のうえ業務時
間を決定する。 

 

９ 履行確認 

 本業務履行にあたり、派遣元事業者は派遣労働者ごとの勤務時間実績を分単位でと
りまとめ、甲の指定する甲職員へ報告すること。なお、報告様式、勤務時間実績以外
の報告事項その他必要な事項については、契約締結後、派遣元事業者と協議のうえ、
決定する。 

 

１０ 派遣料金 

（１）本派遣料金は、派遣労働者の区分に従い、月ごとの派遣労働者の従事時間の総数
に、当該派遣労働者の区分に係る契約単価を乗じることとする。なお、１時間に満
たない時間（分）がある場合には、１時間に満たない時間（分）を６０で除して、
小数点以下第三位を四捨五入した時間とする。 

（２）同一派遣労働者が、１日８時間を越えて就業した場合、または週４０時間を越え
て就業した場合、超過部分の時間あたりの派遣料単価は、契約単価に１．２５を乗
じた額とするなど、労働基準法に定める割増賃金の規定の準じて乗じることとす
る。 

（３）上記の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てた額とする。 

 

１１ 夜間看護補助業務の主な業務内容 
甲の病棟内において行う夜間看護補助業務の内容及び勤務時間については、別紙の

とおりとする。 
 

１２ 派遣元事業者の要件 

（１）派遣元事業者は労働基準法、労働者災害補償保険法、労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律、その他関係法令並びに「派遣元事
業者が構ずべき措置に関する指針」を遵守するとともに、法令上の全ての責任義務
を負うものとする。 

（２）派遣元事業者内で個人情報保護の規程等を策定しており、組織として個人情報保
護体制が整備されていること。 

（３）厚生労働大臣より「一般労働者派遣事業許可書」の認定を受けている者であるこ
と。 

（４）北九州市の競争入札有資格者名簿に登載があること。 
（５）北九州市により指名停止の措置がなされていないこと。 
（６）福岡県内において３００ 床以上を有する急性期病院で、過去３年以内に１年以

上継続して、同一病院内において１５名以上の夜間看護補助者派遣の契約実績が１
件以上あること。（派遣契約書の写しを提出） ※契約締結時点 

（７）福岡県内の事業所において、労働者派遣事業の許可を受けた者であること(許可
証の写しを提出)。 

（８）施設基準に精通し、夜間１００対１急性期看護補助体制加算に必要な派遣人員数
を算出できる者であること。 

（９）プライバシーマークを取得していること（証明書の写しを提出）。 



  

（10）派遣労働者の半数が看護助手等経験者であること。 
（11）有料の求人広告等を常時行い、退職者が出た場合等には、原則１か月以内に人員

が補充可能な体制を構築していること。また、緊急性の高い事案が発生した場合
に、迅速な二者協議や現場対応が行える体制であること。 

（12）本業務実施体制について 
① 本業務が適正かつ円滑に遂行できる派遣労働者を配置すること。 
② 契約締結後の業務開始前および派遣労働者の変更がある際には、派遣労働者の名
簿を甲に提出すること。 

③ 派遣労働者はやむを得ない事情による交替を除き、同一人物とすること。また、
交替するときは十分な引継ぎ期間を設け、業務に支障を来さないよう万全を期する
こと。 

④ 派遣元事業者は、派遣労働者の変更や休暇に伴い、業務遂行能力の低下を招かな
いように適切な処置を講ずること。 

⑤ 派遣労働者が、本業務に従事できない場合、派遣元事業者が責任をもって直ちに
代替要員を確保すること。 

⑥ 派遣元事業者は、派遣労働者に甲が開催する院内感染防止研修、医療安全研修、
個人情報保護等の研修を受講させること。 

⑦ 派遣元事業者は、甲が派遣労働者について、指揮命令者または派遣先責任者が、
業務履行上不適当と認めた場合、速やかに交代等、柔軟な対応を取るものとするこ
と。 

（13）派遣元業者は、甲が派遣期間中に毎月甲が指定する日に当院で実施する本事業を
円滑に実施することを目的に実施する会議に参加すること。 

 

１３ 派遣労働者の要件 
（１）派遣元事業者は、「１１ 主な業務内容」に定める業務を円滑かつ正確に遂行で

きる者を派遣すること。また、派遣前に接遇等基本的な研修を済ませた者であるこ
と。 

（２）労働者を業務履行日から順次派遣出来る体制にあること。 
（３）６５歳未満の者であること。ただし、１年以上の同一業務における経験を有する

者は除く。 
（４）甲が実施する看護補助業務に関する院内研修及び病院全体で実施する院内感染対

策・医療安全対策、個人情報保護等の研修を受講する者であること。 

 

１４ 派遣の開始 

（１）派遣元事業者は、新規に派遣労働者を派遣する場合は、労働者派遣通知書を甲責
任者に提出するものとする。 

（２）派遣元事業者は、各月の業務開始前に当該月の派遣労働者名及び各派遣労働者の
勤務予定日を甲責任者及び指揮命令者に提出するものとする。 

（３）契約の開始月に関しては、甲は、研修としてオリエンテーション及び業務研修を
１時間程度実施するものとする。 

 

１５ 派遣労働者の変更 

派遣労働者に、次に掲げる行為があったときは、甲は派遣労働者の変更を要求する
ものとする。 

（１）派遣労働者の勤務状況が適正と認められないとき。 
（２）派遣労働者の業務実績が契約条件に適合しないとき。 
（３）派遣労働者に不品行があったとき。 
（４）甲が、派遣労働者の業務遂行が十分でないと判断したとき。 
 



  

１６ 個人情報保護に関する誓約書の提出 

派遣元事業者は、派遣労働者を本業務に従事させようとするとき、甲が指定する個
人情報保護に関する誓約書を甲に提出しなければ、業務に従事することができない。 

１７ 個人情報保護の取扱い 

（１）派遣元事業者及び病院は、派遣労働者に対し、本業務従事にあたり、個人情報
（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）
第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、
委託業務の実施（処理）に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよ
う、個人情報を適正に取り扱うよう指示すること。 

（２）派遣元事業者及び派遣労働者は、本業務にあたり知り得た情報について第三者に
開示または漏洩してはならない。本契約の履行期間終了または契約が解除された後
も同様とする。 

（３）病院は、派遣労働者の個人情報の取扱い状況について、随時、立会及び立入によ
る実地調査を行うことができる。 

（４）派遣元事業者は、派遣労働者の個人情報の漏洩等により、病院及び第三者に損害
を与えた場合は、その損害を連帯して賠償しなければならない。 

 

１８ 備品及び資料等の適正使用 

派遣元事業者及び甲は、派遣労働者に対し、当院内の施設、備品及び資料等の適正
使用のため、下記について協力して教育を行うこと。なお、派遣労働者が下記事項を
違反または漏洩、紛失、盗難、滅失、損傷、棄損、改ざん、不正アクセス等、派遣元
事業者の責めに帰すべき理由により甲及び第三者に損害を与えた場合は、その損害を
派遣元事業者が連帯して賠償しなければならない。 

（１）派遣労働者は、甲から使用許可されている施設及び設備について、滅失または損
傷の防止を行い、適正に使用しなければならない。 

（２）派遣労働者は、甲から貸与されている備品及び資料等について、情報の漏洩、紛
失、盗難、滅失、棄損、改ざん、不正アクセス等の防止を行い、適正に使用しなけ
ればならない。 

（３）派遣労働者は、甲から使用許可されている施設及び設備または貸与されている備
品及び資料等について、甲の許可なく変型、改造、移転、複写、複製、目的外使
用、持ち出し、廃棄等を行ってはならない。 

（４）派遣労働者は、甲から貸与または使用許可されている施設、設備、備品及び資料
等について、本契約の就業期間が終了または契約が解除されたときは、内容、数
量、処理方法及び処理経過等を示した書類を添付し、甲が指定する者に引継ぎ、返
還、もしくは甲の指示に従い破棄しなければならない。 

 
１９ 事故発生時の報告及び対応 
（１）事故発生時の報告 

① 派遣元事業者及び派遣労働者は、本業務の従事中に事故が発生または本業務に支
障が生じるおそれがある事故の発生を知ったときは、その事故発生の帰責の如何に
関わらず、直ちに事故発生等報告書を作成し、甲に報告しなければならない。 

②派遣元事業者及び派遣労働者は、事故発生等報告書を作成するいとまがない場合
は、口頭による甲への報告を優先し、事後に事故発生等報告書を作成することがで
きる。 

（２）事故発生時の対応 
① 派遣元事業者は、事故発生時の対応方法を定めておかなければならない。 
② 派遣元事業者は、事故が発生した場合は、直ちに対応方法に定めた適当な措置を
講じなければならない。 

 



  

２０ 勤務環境 
（１）被服の着用 

派遣労働者は、甲から貸与された被服を着用し、業務を遂行すること。その他、
業務中の服装、身だしなみについては、甲の指示によるものとする。 

（２）名札の着用 
派遣労働者は、業務中は甲が別に指定する内容を具備した派遣元事業者が作成し

て交付した名札を常に見えるところに着用すること。 
（３）労働安全衛生 

① 派遣元事業者は、労働関係の法令及び監督官庁の行政指導を遵守し、派遣労働者
の福祉、健康管理及び労働安全衛生に努めること。 

② 派遣元事業者は、労働安全衛生規則第４４条に基づく定期健康診断を、派遣元事
業者の経費負担により実施し、その記録を保管すること。 

③ 派遣元事業者は、疾病または感染症対策の観点により特定の健康診断または予防
接種の実施を甲から依頼された場合は、派遣元事業者の経費負担により、速やかに
実施すること。その記録について甲から報告の依頼があったときは応じること。 

④ 派遣元事業者は派遣労働者に対して、院内感染防止に係る研修等を実施し、業務
開始前までに「麻疹」「風疹」の抗体検査を実施し、甲に検査結果を提出するこ
と。また、抗体価が基準値未満のものに対して、上記に係るワクチンの接種を行
い、甲に接種状況の報告を行うこと。また、「水痘」「流行性耳下腺炎」「Ｂ型肝
炎」や「インフルエンザ」等の感染症についても対策に留意し、特に「インフルエ
ンザ」および「新型コロナウイルス感染症」については、原則毎年予防接種を行う
こと。  
なお、感染症発症の疑いのある派遣労働者は、施設担当者及び感染管理者に速やか
に報告し、現場責任者は配置換え等、必要な措置をとること。 

⑤ 派遣元事業者は、派遣労働者の感染症等の感染防止対策を取ることとし、派遣労
働者が感染症に罹患した場合、派遣元事業者の判断及び病院の指示により、患者ま
たは病院職員等への感染を防止するため、業務への従事制限等を行うこと。 

（４）通勤 
 派遣労働者の交通費については、甲の規定に基づき派遣事業者が甲に請求す

る。なお、派遣労働者が通勤に自動車を使用する際は、甲が別に定める条件に基づ
き甲の敷地内の駐車場を無料で利用させることができる。 

（５）施設 
① 派遣元事業者は、当院の施設の利用にあたり、甲が定める事項及び甲から指示が
あった場合はこれに従うこと。 

② 派遣労働者は、甲が指定する更衣室、休憩室、売店、食堂の施設を利用すること
ができる。 

③ 当院敷地内は禁煙とする。 
④ 携帯電話はマナーモードに切り替えて、ボタン操作音を無音とすること。使用禁
止区域では電源を切ること。通話は、通話可能区域のみ可能とし、それ以外の区域
ではメールのみ可能とする。 

⑤ 当院の施設利用について、火災、盗難、電気の取扱いに十分注意すること。 
 

２１ その他仕様に関する重要事項 
（１）派遣労働者が、本業務遂行中に故意又は重大な過失により、甲又は第三者に対し

て起こした事故等については、派遣元事業者が損害賠償等の責任を負うものとす
る。ただし、派遣元事業者が派遣労働者の選任及びその事業の監督について相当の
注意をしたとき、又は相当の注意をしても損害が生ずべきであったときは、この限
りではない。 

（２）派遣労働者は、事前に甲（指揮命令者）にて作成する勤務表に従って勤務するこ
と。ただし、派遣元事業者は、派遣労働者が休暇等の理由により、勤務しない日が



  

判明したときは、事前に甲（責任者及び指揮命令者）に通知すること。また、相当
期間勤務しない日がある場合については、甲（責任者及び指揮命令者）と協議のう
え、当該派遣労働者に替わる別の労働者を派遣すること。 

（３）他の労働者派遣事業主から派遣を受けた労働者を甲に派遣してはならない。 
（４）派遣元事業者の都合により夜間急性期看護補助体制加算の施設基準に適合しなく

なったことで甲に不利益が発生した場合は、その賠償責任について、甲と派遣元事
業者で協議することとする。 

（５）この仕様書に定めのない不測の事態や不明な点が発生した場合は、病院と派遣元
事業者で協議し、適切に対応することとする。 


